
 

自 己 点 検 表 

 

１． 教員個別表 
フ リ ガ ナ     ロ コウショウ 

氏   名   呂 光暁 
職   名   

人間学部  子ども教育学科  

取 得 学 位  博士(教育学)    

(大学名）    筑波大学 （取得年月） 2017年 3月                 

 

２．教育・研究業績表 

（１）過去 5年間の教育業績 

教育実践上の主な業績 年月（西暦） 概   要 

①教育内容・方法の工夫（授業評

価を含む） 

  

マルチメディア機器を活用した授業 

 

2018年 4月～ 

 

「ハエのいない町(1950)」の映像を視聴させることで、当時における授業活動の実際の様子を通して、初期

社会科における問題解決学習に対する受講生の理解を深めた。 

アクティブラーニングを取り入れた授

業 

 

2018年 4月～ 

 

典型的な授業実践を学習させた上で、思考力・判断力・表現力・問題解決能力の育成を図る社会科の指導

方法を探究させ、実際に学習指導案を作成し、模擬授業に取り組ませたことで、教育実技の向上を促進し

た。 

成績評価の取り組み 2018年 4月～ 

 

授業では、毎回「復習課題」を設定し、授業内容に対する理解・感想を書かせた。受講生の日々の成長を含

めた学習評価と最終の総括的評価の両者を駆使し、各学生の実態に即した評価を行った。 

学習支援の取り組み 2018年 4月～ 

 

2018年 4月～ 

 

「振り返りシート」で、毎回の授業における学生自身の考えを記録させて定期的に振り返らせることで、自ら

課題を発見し解決していくような学習意識と習慣を身に付けさせた。 

教科教育法の授業では、学習指導案の作成練習と模擬授業の実施を充実させるために、受講生が準備・

練習する時間を十分に保障するように、学習指導要領の学びと連動させて、より早い段階からの模擬授業

のテーマ決定、授業指導案の作成に着手させることで、より完成度の高い模擬授業の実施を促進した。 

②作成した教科書、教材、参考書   

 2018年 3月 『MINERVAはじめて学ぶ教科教育③ 初等社会科教育』「第 14章 中華人民共和国の初等社会科教育」 

初等社会科を中心として、社会科教育の在り方や特質を系統的に解説した本書の、第 14章「中華人民共和

国の初等社会科教育」の執筆を担当した。本書は社会科教員養成のための教材となっている。 

 2018年 3月 『21 世紀の教育に求められる「社会的な見方・考え方」』「第 6 節 経済教育において社会的事象の見方・考

え方を育成する初等社会科授業―経済に関する児童の素朴理論に基づいて―」 

社会的な見方・考え方の中身、特徴そして育成方法を理論的・実践的に解説した本書の、第 1章第 6節「中

華人民共和国の初等社会科教育」の執筆を担当した。本書は社会科教員養成のための教材となっている。 



 

 2021年 6月 新・教職課程演習第１１巻 初等社会科教育，第１章「Ｑ４社会科の目標に示された公民としての資質・能力

について述べなさい」第７章 「Ｑ２地域の生産や販売の仕事と地域の安全を守る働きの教材研究の視点に

ついて述べなさい」 

③教育方法・教育実践に関する発

表、講演 

  

 2018年 7月 「素朴理論を用いた経済教育のあり方」、於仙台白百合女子大学人間発達研究センター 

④その他教育活動上特記すべき事

項 

  

  なし   

 

（２）過去5年間の研究業績 

Ⅰ 研究活動 

著書・論文等の名称 
単著 

共著 

発行または発表 

 の年月（西暦） 

発行所、発表雑誌 

（巻・号数）等の名称 

共著者名 
(共著の場合） 

編者名と当該執筆 

者数（編著の場合） 
該当頁数 

著書 

『MINERVA はじめて学ぶ教科教育③ 初等社会科

教育』「第 14 章 中華人民共和国の初等社会科教

育」 

共著 2018.3 ミネルヴァ書房 井田仁康，村

井大介，國分

麻里，篠崎正

典 ， 唐 木 清

志 ， 桐 谷 正

信 ， 中 山 正

則 ， 粕 谷 昌

良 ， 梅 澤 真

一 ， 大 山 喜

裕 ， 山 下 真

一，金ヒョン

辰，川﨑誠司 

 

 

139～148 

『21 世紀の教育に求められる「社会的な見方・考え

方」』「第 6 節 経済教育において社会的事象の見

方・考え方を育成する初等社会科授業―経済に関

する児童の素朴理論に基づいて―」 

共著 2018.3 帝国書院 唐木清志，磯

山恭子，小野

智一，宮崎沙

織 ， 鎌 田 公

寿 ， 得 居 千

 54～63 



 

照 ， 井 田 仁

康，金玹辰，

大髙皇，國原

幸一朗，泉貴

久 ， 小 林 岳

人 ， 國 分 麻

里 ， 篠 﨑 正

典 ， 熊 田 禎

介，佐藤公，

野口剛，江口

勇治，華井裕

隆 ， 加 納 隆

徳，小貫篤，

坪田益美，内

山知一，久保

園梓，村井大

介 

新・教職課程演習第１１巻 初等社会科教育，第１

章「Ｑ４社会科の目標に示された公民としての資

質・能力について述べなさい」 

第７章 「Ｑ２地域の生産や販売の仕事と地域の安

全を守る働きの教材研究の視点について述べなさ

い」 

共著 2021.6 協同出版  

唐木清志・永

田忠道編著，

呂光暁・他 26

名 

 17～19 

149～151 

論文 

学習指導要領の変化から見た小学校社会科教育

の方向性 ―経済学習を中心として― 

単著 2019.11 白鷗大学教育学部『白鷗大学

教育学部論集』第 13巻第 2号 

  115～134 

心理志向の経済教育論の展望―経済教育の課題

を踏まえて― 

単著 2020.5 白鷗大学教育学部『白鷗大学

教育学部論集』第 14巻第 1号 

  193～218 

日本における社会科教育研究の動向(2019年度) 単著 2020.12 日本社会科教育学会『社会科

教育研究』第 141号 

  84～95 



 

中国のキリスト教と宗教の必要性について 単著 2021.3 仙台白百合女子大学カトリック

研究所『論集』第 25号 

  77～81 

経済的思考の特質と育成方法―社会的認知と経

済的社会化に着目して― 

単著 2021.3 仙台白百合女子大学『仙台白

百合女子大学紀要』第 25号 

  33～46 

モデルプラン 3 職業選択(小学校社会科第 3学年・

第 5学年) 

単著 2021.4 日本公民教育学会 2017（平成

29）年度～2019（平成 31）年度

基盤研究（Ｂ）『新科目「公共」

を核とした公民教育を小中高

等学校で効果的に推進するた

めの調査研究研究成果報告

書』 

  1頁 

モデルプラン 15 金融の働き(小学校社会科第 3 学

年・第 5学年) 

単著 2021.4 日本公民教育学会 2017（平成

29）年度～2019（平成 31）年度

基盤研究（Ｂ）『新科目「公共」

を核とした公民教育を小中高

等学校で効果的に推進するた

めの調査研究研究成果報告

書』 

  1頁 

大学の教職課程における ICT活用の試み―社会科

を中心に― 

単著 2022.2 『仙台白百合女子大学教職課

程研究センター報』 第1号 仙

台白百合女子大学教職課程

研究センター 

  ３９～４７ 

生活科のカリキュラム構造から見た素朴理論の可

能性 

単著 2023.2 『仙台白百合女子大学教職課

程研究センター報』 第2号 仙

台白百合女子大学教職課程

研究センター 

  ３～１２ 

多様性の尊重を意識した経済学習 共著 2023.3 科学研究費補助金（基盤研究

B）（課題番号：20H01670） 

『18 歳市民力を育成する社会

科・公民科の系統的・総合的

教育課程編成に関する研究 

報告書』 

  144～145 



 

子どもの社会的な見方・考え方の形成を目指す単

元開発 －中学校の経済学習を中心に－ 

単著 2023.5 白鴎大学教育学部『白鴎大学

教育学部論集』 

第 17巻第 1号 

  133～153 

 

翻訳 

翻訳書・翻訳論文等の名称 
単訳 

共訳 

発行または発表 

の年月（西暦） 

発行所、発表雑誌 

（巻・号数）等の名称 

共訳者名 
(共訳の場合） 

監修者名と当該訳者 

数（監修訳書の場合） 
該当頁数 

なし       

学術研究発表 

発表テーマ 発表年月（西暦） 発表場所 

素朴理論を用いた経済教育のあり方 2018年 7月 仙台白百合女子大学人間発達研究センター 

学習指導要領の変化から見た小学校社会科教育の方向性 ―経済学習を中

心として― 

2019年 6月 日本公民教育学会第 30回全国研究大会、於九州大学 

小学校社会科における経済的思考をどう育成するか―子どもの社会的認知

に着目して― 

2019年 9月 日本社会科教育学会第 69回全国研究大会、於新潟大学 

子どもの社会認識の形成を目指す単元開発―中学校２年生を対象に― 2021年 6月 日本公民教育学会第 31回全国研究大会 於大阪教育大学 

(zoom参加) 

 

Ⅱ 所属学会 

学会名 役職 入会年月（西暦） 

日本社会科教育学会 事務局広報部担当、ダイバーシティ委員会委員 2012年 4月 

中等社会科教育学会 会員 2012年 4月 

経済教育学会 会員 2012年 4月 

日本公民教育学会 会員 2013年 4月 

全国社会科教育学会 会員 2015年 6月 

筑波大学教育学会 会員 2018年 2月 

日本カリキュラム学会 会員 2018年 8月 



 

日本教師教育学会 会員 2018年 8月 

 

Ⅲ 研究費の助成を受けた研究（過去 5年間） 

助成機関名 
助成を受けた年度 

（西暦） 助成プログラム 研究テーマ 
助成金額 

（円） 

日本学術振興会 2019-2021 若手研究・代表 経済的思考を育成する教育方法論の開発―素朴理論から科学的理論へ― 4,290,000 

日本学術振興会 2023-2027 基盤研究(B)・分担 東アジア的文脈をふまえたグローバル市民教育の教員研修プログラム日中韓共同

開発 

18,330,000 

 

３．特記事項 

2015年 9月 26日   経済教育学会奨励賞受賞 

2016年 3月 17日  筑波大学学長表彰受賞 

2016年 11月 5日  日本社会科教育学会賞(論文部門)受賞 

2017年 3月 24日  筑波大学人間総合科学研究科長賞受賞 

 


